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平 成 ２ １ 年 ２ 月

京 丹 後 市

京丹後市一般会計当初予算の概要



◆　雇用・産業・生活を全力で支える市民生活最優先の予算編成

　昨年来の急速な景気後退と雇用環境の変化のなかで懸命に踏ん張っている

地域産業、市民の皆さんの仕事や生活を全力を挙げてお支えすることを最優先

とした予算編成とする。

　一方、最優先課題に全力で対応しつつ、総合計画（実施計画) 、財政見通しと

の整合には留意し、引き続き「持続可能な財政構造」の構築を目指す。

平成２０年度（肉付き補正後）を下回る予算規模を堅持

➯ ３００億円以下（一般会計ベース）

◆　４つの健全化判断比率への対応

　２０年度決算から健全化判断比率（①実質赤字比率､②連結実質赤字比率

③実質公債費比率、④将来負担比率）のいずれかが早期健全化基準を超え

た場合は、「財政健全化計画」の策定が義務付けられるため、当初予算編成

　平成２１年度一般会計当初予算フレーム

　予算の編成方針

の段階から各種比率の抑制に留意した予算編成としたもの。

　　　　平成２１年度一般会計当初予算　　２９９億６,０００万円（対前年比５.８％）
　

　
         平成２１年度当初予算は、平成２０年度当初予算が市長選挙のため骨格型予算であったため、実質的な肉付後
　　　　　　予算（⑳６月補正後予算　３０９億１,２５３万円）と比較すると△３.１％であるが、肉付後予算には通常の６月補正
　　　　　　予算で計上される予算額も含まれているため単純に比較できない

平成１５年度末市債残高（合併時）４６７億９,４５３万円　➭　２１年度末市債残高見込　４１９億５,７６２万円

　　　　　　　京丹後市発足時と比較し市債残高が約４８億４,０００万円減少

予算規模356.0

289.8 284.5 288.3 283.3 299.6

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

350.0

400.0

平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

※平成16年度は、合併による旧町打切分を含む
※平成20年度は、市長選挙のため骨格型予算

雇用・産業・生活を全力で支える市民生活最優先の予算

億円
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　　当初予算の規模

２９９億６,０００万円（⑳　２８３億３,０００万円） １６億３,０００万円の増

※前年度比　５.８％ 〔地方財政計画　△1.0％ 〕

１８５億９,３９０万円（⑳　２０９億４,２３０万円） ※前年度比   　△１１.２％ １４会計

  ９０億６,３５９万円（⑳　  ８３億８,９２４万円） ※前年度比　　 ８.０％ 　２会計

５７６億１,７４９万円（⑳　５７６億６,１５４万円） ※前年度比　　 △０.１％

　　主な歳入のポイント（一般会計）

(1) ５４億６,１６８万円（⑳　５７億４,０１４万円）　△２億７,８４６万円

前年度比　△４.９％ 〔地方財政計画（市町村分）　△4.0％ 〕

・個人市民税　　 １９億４,１１５万円  （⑳　１９億８,４５１万円) 　△４,３３６万円

・法人市民税　　   ２億４,７２１万円  （⑳　３億８,８３４万円) 　△１億４,１１３万円

・固定資産税　  ２４億１,８１６万円　（⑳ ２４億９,６５９万円) 　△７,８４３万円

・市たばこ税　     ６億５,０００万円　（⑳  ６億７,０００万円) 　△２,０００万円

(2) １２３億円（⑳　１１７億円）　６億円増

前年度比　５.１％増 〔地方財政計画　2.7％増、地域雇用創出推進費を創設〕

本市の地域雇用創出推進費算定分　2億8,600万円

※臨時財政対策債を含めた場合

１３６億５,０００万円（⑳　１２５億５,０００万円) 　１１億円増

前年度比　８.８％増 〔地方財政計画　15.0％増 〕

(3) ４２億５,２５０万円（⑳　３４億５,６５０万円）　７億９,６００万円

前年度比　２３.０％増 〔地方財政計画　23.2％ 〕

※公的資金繰上償還借換債2億9,180万円を含んでいるため（⑳1億7,140万円）、これを除くと39億

　6,070万円（⑳32億8,510万円）となり、実質的には、対前年度6億7,560万円、20.6%増

※うち　臨時財政対策債　１３億５,０００万円（⑳　８億５,０００万円）　５億円　５８.８％

〔地方財政計画（市町村分) 　55.3％ 〕

⇒　地方債依存度　１４.２％（⑳　１２.２％） 　〔地方財政計画　14.3％ 〕

⇒　プライマリーバランス　１４億５,５４９万円黒字　（歳入額－市債発行額）－（歳出額－公債費）

⇒　年度末市債残高見込額　４１９億５,７６２万円（⑳　４２７億３,６４６万円）　△１.８％　

　　 住民１人当たりの市債額（一般会計）　67.2万円（⑳67.7万円、⑲66.4万円）

H21 62,452人　　Ｈ20　63,171人　　Ｈ19　63,933人

※全会計の市債残高　８３６億７,６４３万円（⑳　８３１億８,４６４万円）　０.６％増

　　 住民１人当たりの市債額（全会計）　134.0万円（⑳ 131.7万円、⑲　123.2万円）

特 別 会 計

企 業 会 計

計

一 般 会 計

市 税

地 方 交 付 税

市 債

　当初予算の規模等
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　　主な歳出のポイント（一般会計）

(1) ６０億１,３１９万円（⑳　６３億２,３６８万円）　△３億１,０４９万円

前年度比　△４.９％

５４億９,２６５万円（⑳　５７億９,４７１万円）　△５.２％　　〔地方財政計画　△０.４％〕

※職員数（一般会計）　７２７人（⑳　７５５人）　△２８人、△３.７％　　

※給料2.65%カット、管理職手当10～20%カットし、「産業・雇用 緊急･総力支援策」を実施

６,２６５万円（⑳　６,９０６万円）　△９.３％

※市長報酬15%、副市長・教育長10%カットし、「産業・雇用 緊急･総力支援策」を実施

≪参考≫人件費カットによる削減額　　一般会計ベース　△1億5,242万円（全会計では、△2億1,623万円）

１億６,４４８万円（⑳ １億７,３２６万円）　△５.１％

２億９,３４０万円（⑳　２億８,６６６万円）　２.４％増

※その他委員数　　3,219人（⑳3,094人）

(2) ４１億８,５１５万円（⑳　３２億９,０８３万円）　８億９,４３２万円

前年度比　　２７.２％増 　〔地方財政計画　△３.０％ 〕

○普通建設事業費 ４１億８,０８６万円（⑳　３２億９,０８３万円）　８億９,００３万円

前年度比　　２７.０％増

○災害復旧費 ４２９万円（⑳　０万円）　皆増

(3) ８７億５,１８９万円（⑳　７８億８,０３９万円）　８億７,１５０万円増

（扶助費を除く） 前年度比　１１.１％増　　〔地方財政計画　△０.１％、地域雇用創出推進分を含むと３.５％増 〕

◆主なもの

○物件費 ４８億４,１９２万円（⑳　４５億１,８８６万円）　３億２,３０６万円増

前年度比　　７.１％増

○補助費等 ３３億３,０７２万円（⑳　３０億７,０９２万円）　２億５,９８０万円増

前年度比　８.５％増

※後期高齢者医療広域連合への負担金 の増加

６億４,１７４万円（⑳　５億５,５８７万円) 　８,５８７万円増

※病院事業への補助金（繰出金) が病院改革プランに基づき増加

８億３,８１０万円（⑳　７億５,０００万円) 　８,８１０万円増

うち、産業・雇用緊急対策を最優先課題として実施するため、イベント補助金（２４件、３,４３５万円）を１年間休止

〔主な産業・雇用緊急対策〕

　・中小企業緊急雇用安定助成金（あんしん雇用環境づくり）

６,９４４万円（⑳　０万円) 　皆増

○市長等

○議員

人 件 費

○その他委員

投 資 的 経 費

一 般 行 政 経 費

○職員給与　　　

 ※主な普通建設事業
・ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞﾈｯﾄﾜｰｸ整備事業 17億4,538万円 ・宇川統合保育所整備事業 1億966万円
・ｴｺｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ整備事業 2,000万円 ・竹野川衛生ｾﾝﾀｰ焼却炉等整備事業 7,636万円
・製茶施設整備事業補助金 3億円 ・ｸﾗｲﾝｶﾞﾙﾃﾝ整備事業 1億560万円
・小規模農業基盤整備事業 4,910万円 ・猪･鹿肉処理施設整備事業 3,504万円
・地域水産物供給基盤整備事業  1億5,003万円 ・網野地域内水処理対策事業 6,000万円
・道路新設改良事業 5億6,350万円 ・防火水槽整備事業 3,600万円
・峰山中学校体育館耐震補強事業 4,987万円
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　・商工業経営安定利子補給金（あんしん借換資金等利子補給）

８,０５９万円（⑳　２,３７３万円) 　５,６８６万円増

　・信用保証料補助金

５,０００万円（⑳　３,７８０万円) 　１,２２０万円増

○投資及び出資金 ２億４,０００万円（⑳　２億４,５８０万円）　△５８０万円

※公営企業金融公庫廃止に伴う「地方公営企業等金融機構」の設立出資金の減

(4) ２９億９,２８８万円（⑳　２９億７,０８４万円）　２,２０４万円増
前年度比　０.７％増

・生活保護費支給事業　６億５,９７４万円（⑳　５億９５４万円）　１億５,０２０万円増

前年度比　２９.５％増

・障害福祉サービス事業　８億４,５０２万円（⑲　９億４,１５４万円）　△９,６５２万円

前年度比　△１０.３％

※障害福祉サービス介護給付・訓練等給付費などの国の制度変更による大幅な減額

・自立支援医療事業　１,７７５万円（⑳　３,３０５万円）　△１,５３０万円

前年度比　△４.６％

(5) １億８,６３１万円（⑳　１億９,３１８万円）　△６８７万円
前年度比　△３.６％　　　〔地方財政計画　△０.０％ 〕

(6) ２１億２,２５８万円（⑳　１９億８,７２２万円）　１億３,５３６万円
前年度比　６.８％増　　 〔地方財政計画　１.０％ 〕

7,250万円（⑳　1,600万円) 　5,650万円

※公共下水道事業特別会計の借入金元利償還等の伸びによる増

5億2,600万円（⑳　5億円) 　2,600万円

※簡易水道事業特別会計の借入金元利償還等の伸びによる増

2億3,300万円（⑳　2億1,071万円) 　2,229万円

(7) ５７億７９９万円（⑳　５６億８,３８７万円）　２,４１２万円増
前年度比　０.４％増　　 〔地方財政計画　△０.６％ 〕

　　公的資金の繰上償還等の実施

　公債費負担軽減措置として、平成１９年度から３年間で高利公的資金（財政融資資金・簡保資金等）

の繰上償還・低利借換を補償金免除で行うことができる制度を活用し、後年度の公債費負担を軽減する。

平成２１年度繰上償還額　　　３億２,８３８万円（昭和60年～平成3年借入・利率5.2%～6.6%) 

 　うち、低利借換　２億９,１８０万円(1.3%～1.6%想定) 

⇒平成２１年度繰上償還(借換債発行) による利子軽減額　　４,７６８万円の財政効果

※高金利公的資金の低利借換（2億9,180万円）、繰上償還（3,658万円) を実施するため、
　 実質的な公債費は53億7,961万円となり前年比△2.2％となっている。

※工業用地造成事業特別会計の借入金元利償還開始に伴う増
     （一般会計からの繰出しで補てん）

繰 出 金

公 債 費

維 持 補 修 費

扶 助 費
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　　臨時的な財源確保対策

○ （⑳　９億５,０００万円　）

○ （⑳ 　２億７,１７０万円）

（⑳　１２億２,１７０万円）

※予算編成時において、未確定歳入の代替財源として計上、年度内で復元努力

　　 住民１人当たりの基金額（一般会計）　4.1万円（⑳4.9万円、⑲6.2万円）

　　京丹後市発足時と比較し、市債残高が約４８億４千万円減少

⇒　後年度の財政負担を考慮し、市債借入抑制、繰上償還の実施により地方債残高の減少に努めた。

財 政 調 整 基 金 の 取 り 崩 し ６億４,０００万円　

　一般会計の市債残高は、平成２１年度末で４１９億５,７６２万円と見込んでおり、平成２０年度末市債残
高見込みと比較し、△７億７,８８５万円（△１.８％）となり、京丹後市合併時に比べ約４８億４千万円の減
少となる。

８億４,８２４万円　計

◆基金残高の推移（一般会計) 　　　

その他特定目的基金の取り崩し ２億 　８２４万円　

　　15年度末残高（合併時） 27億5,608万円⇒16年度末残高 30億5,707万円⇒17年度末残高 38億5,375万円

　　18年度末残高 44億5,856万円⇒19年度末残高 39億3,448万円⇒20年度末残高見込 30億9,068万円

    21年度末残高見込 25億5,695万円

市債残高
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